
教えて
くれる

人！

㈱中央防犯

代表取締役 富澤 賢一
トミザワ ケンイチ

◎信書に該当する文書の例

ご存知
ですか

？

◎信書に該当しない文書の例

大切なお手紙を守るための
ルールがあることを。

その他

 手紙やはがきなどの信書は、原則として、日本郵便株式会社及び信書便事業者（令和元年11月21日現在543者）だ
けが取り扱うことができると定められています。※宅配便やメール便では、原則として、信書の送付はできません。

『信書』とは、手紙・はがき・納品書・請求書など、「特定の受取人に対し、差出人の意思を表示し、又は事実を
通知する文書」と郵便法及び信書便法に規定されています。

説明書の類（市販の食品･医薬品･家庭用又は事業用の機器･ソフトウェアなどの取扱説明書･解説書･仕様書、
定款、約款、目論見書）、求人票、配送伝票、名刺、パスポート、振込用紙、出勤簿、ナンバープレート

【特定信書便事業者とは】
日本郵便株式会社以外の者が他人の信書の送達を業とすることを禁じている郵便法の例外として、次の３つのい
ずれかに該当する信書便物（信書と同封される信書以外の物を含む。）の送達サービスのみを提供することについ
て、総務大臣の許可を受けた者を「特定信書便事業者」といいます。

❶大型信書便サービス　　❷急送サービス　　❸高付加価値サービス

乗車券の類
航空券、
定期券、
入場券

クレジットカードの類
キャッシュカード、ローンカード

会員カードの類
入会証、
ポイントカード、
マイレージカード

証明書の類
印鑑証明書、納税証
明書、住民票の写し、
戸籍謄本、履歴書など

書　状
手紙、はがきなど

請求書の類
納品書、領収書、
見積書、申込書、依
頼書、契約書など

プリペイドカードの類
商品券、
図書券など

書籍の類
新聞、雑誌、会
報、会誌、カレン
ダー、ポスターなど

カタログ
通信販売の
カタログなど

小切手の類
手形、株券など

ダイレクトメール
・受取人が記載されている文書
・特定の受取人に差し出す趣旨が
記載されているもの

会議招集通知の類
結婚式等の招待状、
業務を報告する文書 招待状

ダイレクトメール
・街頭（店頭）配
布や新聞折
込チラシなど

NEW OPEN

許可書の類
免許書、認定書、
表彰状など

　

景気動向
調査

当所では、藤枝市内小規模事業所の経営動向を把握するため、四半期ごとに景況調査を実施しています。

令和２年4～ 6月期の調査がまとまりましたので、概要を報告します。

※本調査は、製造業・建設業・卸売業・小売業・サービス業の５種200社を対象に行っています。今回の回収率73.5%

【主要な表現について】

○業況判断：調査対象企業が自らの業績に下した判断。　

○ＤＩ値：(増加・好転と回答した割合)－(減少・悪化と回答した割合) 悪化すればするほどＤＩ値は▲(マイナス)になります。

問合せ先　藤枝商工会議所　経営支援課　TEL：054-641-2000問合せ先　藤枝商工会議所　経営支援課　TEL：054-641-2000

全産業の業況感、
大幅な減少傾向を示す

令和２年４～６月　中小企業景況調査　結果報告書
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全産業◆ 建設業■ 製造業▲ 小売業
▲

卸売業× サービス業●

業種別業況判断の動向表１

▲60.4 ▲33.3 ▲63.0 ▲68.0 ▲63.3 ▲71.4

H30年10月～
12月期

H31年１月～
3月期

H31年４月～
６月期

R1年７月～
９月期

R1年10月～
12月期

R2年1月～
3月期

R2年4月～
6月期

業況判断の動向（表1）：全産業での業況は、DI値▲60.4で前回(R2年1月～3月)より25.8ポイント減少。全産業の業況DI
値で大幅な減少傾向を示しました。特にサービス業は業況DI値前回▲37.5から今回▲71.4と減
少傾向を示しました。全産業、経営上の問題点として、コロナウイルスへの対応が挙げられました。

全産業売上高の推移：前回▲35.3ポイント(R2年1月～3月)から30.7ポイント減少しました。
　　　　　　　　　　　コロナウイルスの影響による需要の停滞により、全産業が減少傾向を示しました。
全産業資金繰りの動向：前回▲18.3ポイント(R2年1月～3月)から14.8ポイント減少しました。
　　　　　　　　　　　特にサービス業が今回▲52.8ポイントと減少傾向を示しました。
全 産 業 採 算 の 動 向：前回▲31.3ポイント(R2年1月～3月)から24.3ポイント減少しました。
　　　　　　　　　　　全産業が減少傾向を示しました。
全産業雇用人員の動向：前回▲8.1ポイント(R2年1月～3月)から9.6ポイント改善しました。
　　　　　　　　　　　経済活動の鈍化により人手不足感が軽減し、特に製造業が改善傾向を示しました。

管内全産業の業況
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